
令和2年6月現在

①対応済の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

31 3

・大津町の町営住宅条例
には、入居の承継につい
て明確な基準がない。住
宅入居者から「役場から
親子の入居の引き継ぎは
できない」と言われ、途
方に暮れている人もい
る。
・入居者の居住権は、き
ちんと保障されるべきだ
と考える。法律にも条例
にも、規則にもない住宅
入居者の承継基準を明確
にわかりやすく制定すべ
きではないか。

・今後は親子間の承継、い
わゆる一等親の親族の承継
についてもできるように、
基準の見直しを行い、入居
承継の具体的な要綱等を作
成したい。

対
応
済

・令和２年５月２０日現在
・令和２年３月３１日告示
「大津町営住宅入居承継承認
取扱要綱」
・令和２年４月１日より施行

住民課

元 6

・町がパートナーシップ
宣誓書受領証を発行する
ことで、差別や偏見をな
くすための土壌づくりが
進む。
　行政としての支援でき
る方策を積み重ねていく
べきである。

・パートナーシップ制度に
ついては、職員の公助がで
きた段階に内容を検討し、
つくっていきたい。

対
応
済

・職員が性的マイノリティの
方々への理解を深め、窓口対応
において合理的配慮が出来るよ
う職員向けマニュアルを完成し
職員へ周知した。令和元年１１
月に正規職員及び臨時・非常勤
職員を対象とした全職員研修を
実施。
・職員マニュアルについては、
庁内部課等の人権学習会などで
継続して活用していくと同時
に、令和２年４月１日付けで町
ホームページへ掲載を実施。
・パートナーシップ宣誓制度に
ついては、多様性を認め合う社
会づくりに向け将来的に導入の
必要性は感じているが、啓発す
る立場の職員が、まず正しい認
識がなければ支障を来す恐れが
ある。当面、職員のスキルアッ
プを構築するための研修会を重
ねながら、性的マイノリティの
方々への理解を深め、広く制度
への認知度を高めていきたいと
考えている。

人権推進課

対応方針・進捗状況

議会一般質問への対応状況



元 9

　地域性を考慮した総合
的な（流域治水）治水対
策の取り組みについて、
大津北小学校近くの平川
に堆積土砂があり流下能
力が低下しているのでは
ないか。撤去を検討する
べきではないか。

　平川の堆積土砂の撤去に
ついては早急に検討し、現
地を確認して、県との協議
を進めていきたい。

対
応
済

令和元年度の熊本県砂防事業
で浚渫を実施。

建設課

元 12

・人生１００年時代を迎
えて定年した元気な高齢
者が増えている。そうし
た方々にとっても生涯学
習やボランティア、運動
を通した学びや楽しみ、
さらに交流や外出は、暮
らしの一層の充実や健康
に繋がるものである。
生涯学習講座等の”場”
の更なる充実を（メ
ニュー、時間、場所）。

・（現状の講座開設では）
若い方が参加できない部分
等があるので、そういうと
ころも踏まえて、できるだ
け夕方の時間や休日を含め
て前向きに検討したい。ま
た、講師の募集について
は、広報誌あたりを通じて
させていただきたい。

対
応
済

・公民館自主講座は、本年度
は92講座開講している（２
月開講分まで）。受講者が参
加しやすいようにと議員がご
指摘された日中の時間（8:30
～17:15）以外に開講した講
座 は 夜 間 １ ９ 講 座
（20.6％）、休日18講座
（ 19.6 ％ ） の 計 37 講 座
（40.2％）となっている。ま
た、生涯学習センター以外の
場所で開講した25講座を含
めると62講座（67.4％）と
なり、受講生に配慮した開設
状況になっていると思われる
が、今後も町民のニーズに十
分に応えられるよう取り組ん
でいきたい。
・講師の確保については、３
月生涯学習情報誌に募集記事
を掲載し、講師を幅広い分野
から集められるよう呼びかけ
を行った結果、3件の申込み
があり、1名については、6
月に新規公民館主催講座とし
て開講する予定である。

生涯学習課



②対応中、対応方針を決定した案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

29 3

・大津町における公共交
通網の現状とあり方につ
いては、平成２８年３月
策定の大津町地域交通網
形成計画において分析さ
れ、個別計画策定が平成
２９年度になされる予定
になっている。
・公共交通を福祉の観点
から捉えれば、高齢者に
外出の動機付けをするこ
とや健康づくりにつなげ
る取り組みが必要であ
る。

・部課を超えた総合的な体
制づくりとして、公共交通
会議における専門部会の設
置を検討したい。
・高齢者で免許証を自主返
納された方への対応策につ
いても検討したい。

対
応
中

・地域公共交通網形成計画に
基づき、地域公共交通会議や
その事業者部会で協議しなが
ら、町内バス路線や、乗合タ
クシーの見直しを進めてい
る。
・令和２年４月より乗合タク
シー利用対象地区の拡大（北
部、南部地区の全域化及び大
津東区への導入）を予定して
いる。これにより高齢者に対
する公共交通の利便性は向上
されるところ。町中部につい
ては、既存のバス路線や外出
支援タクシーによりサポート
を行いつつ、巡回バス（タク
シー）等の検討を継続してい
きたい。

総合政策課

元 9

・軽度認知障害（ＭＣ
Ｉ）への「選択と集中」
による啓発を徹底し、さ
らに診断・治療に至る実
効策として検査・受診へ
のインセンティブ
（チェックシート返送者
への地域振興券発行等）
の付与をすることで早期
発見から治療へ確実に繋
げる考えはないか。

・認知症ケアパスについて
は、今年度改訂作業を行
い、来年度印刷し、住民へ
の周知を行いたい。また、
インセンティブ（意欲向上
のための刺激策）について
は、まずは「水水（元気大
津づくり活動）」のポイン
トを考えていきたい。

対
応
中

・昨年11月に発送した、75
歳以上の介護保険未認定者に
対して送付する「チェックリ
スト」において、MCIの自己
チェック（10項目）に3項目
以上チェックが付いた対象者
（MCI疑いあり）及び認知症
に関する不安や相談の記載が
あった対象者へ、個別訪問等
によりフォロー。
（該当者）122名のうち今回
フォロー予定者106名。その
他はすでに包括支援センター
の関わりや病院受診に繋がっ
ているケース。
（内訳）3～4項目のチェッ
ク有：41名
5～10項目のチェック有：
65名
（内容）電話や自宅訪問等に
より心身や生活の状況につい
て確認を行い、必要に応じ、
病院受診などの関係機関や運
動教室へ繋いでいる。
・4月末時点で、家族や民生
委員への聴き取りを含め、全
員と接触済み。その後は、適
宜フォローを継続していく。
・認知症ケアパスについて
は、印刷中。6月上旬に納品
予定。

介護保険課

対応方針・進捗状況



元 12

・私達の住む、地球全体
で地球温暖化が進んでい
るのが現実である。日本
もその影響で亜熱帯化に
なりつつあり、毎年、台
風や豪雨の被害で甚大な
被害が起きているが、我
が大津町でも対策が必要
と思う。町内のハザード
マップの見直しが必要で
はないか。

・各世帯に配布しているハ
ザードマップについて浸水
地域に該当している地域の
方への説明・周知ととも
に、早期にハザードマップ
の見直しを行いたいと考え
ている。

対
応
中

・「洪水土砂災害ハザード
マップ」を平成30年に作成
して全世帯に配布している
が、昨年、県から白川の浸水
想定区域に関して、これまで
の計画規模（100年から
200年に１度発生する洪水を
想定）から想定最大浸水規模
（1000年に1度発生する洪
水を想定）の浸水想定区域図
が発表されたため、６月には
これに対応したハザードマッ
プ改訂版を作成し、浸水地域
に該当する白川流域地域住民
の方に説明・周知を行うとと
もに、各世帯への配布を計画
している。

総務課

元 12

・消火栓と消火ホース格
納箱、防火水槽等の確認
状況の把握はどうしてい
るのか。

・消防団による点検（確
認）方法について、消防団
幹部会議等でその点検方法
や点検の間隔、記録等の
フォーマット化や統一化を
進めていきたい。 対

応
中

・消防団幹部会議等におい
て、各分団による消火栓、防
火水槽、ホース格納庫等の消
防施設の点検方法や点検記録
の様式など、町消防団として
統一した点検要領などについ
て検討し運用ができるように
進めているところである。

総務課

元 12

　大津町ゆかりの身近な
選手を大津町として盛り
上げようと応援すること
が若者の人材育成につな
がると思うが、町、教育
委員会としてはどう考え
るか。

　多くの大津町ゆかりの
方々の活躍は、全国や世界
に向けた大津町のＰＲにも
なり、
町の経済財政等においても
しっかりと貢献しておられ
ると思っている。現在、肥
後おおづスポーツ文化コ
ミッションで研究させてい
るので、来年度の予算関連
等で検討させていただきた
い。

対
応
中

予算編成を検討する中で研究
を重ねてきましたが、パブ
リックビューイングの実施可
能条件の規定が厳しいことが
判明しました。今後は規定の
許す範囲で、様々な大会にお
けるパブリックビューイング
の実施可否を探っていきま
す。町ゆかりの身近な選手に
対する町あげての応援につい
ては、次代のスポーツ選手の
育成や輩出に有効であり、町
を盛り上げる活力が生み出さ
れると期待します。しかしな
がら、選手自身の体調や心
情、家族や身近な監督・支援
スタッフからの意見、所属す
る実業団やスポンサーといっ
た方面からの意向や商業利権
などが複雑に絡む問題をはら
んでおり、非常にデリケート
な対応が求められることも判
明しました。現時点で想定さ
れるオリンピックレベルの選
手については、家族をはじめ
慎重を求める関係者意見も強
いため、当面は情勢を見守る
ところです。

商業観光課



2 3

今年度、57号、北回り
バイパス、豊肥線が同時
開通見通しとなってい
る。
国道、県道の青写真を町
民にわかりやすく示して
合意納得できる説明責任
があると思う。また全町
的な重要問題であり議会
にも質問と回答の機会が
必要ではないか。

大津町議会に対する説明
は、国土交通省熊本河川国
道事務所、町議会事務局と
日程を調整させていただき
ます。 対

応
中

新型コロナウイルスの感染拡
大防止対策により、協議が遅
れていますが開催に向けて調
整中。

建設課

③検討中の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

28 12

・消防団活動の支援の輪
を広げる機能別消防団員
を設置し、消防団活動を
更に強化しないか。

・機能別消防団について
は、町消防団幹部会議にお
いて、議論を始められたと
ころです。今後、すでに機
能別消防団を設置している
自治体の状況や町消防団幹
部会議での検討結果を踏ま
えながら進めてまいりま
す。 検

討
中

・町消防団幹部会議におい
て、機能別消防団員について
検討されているが、団員確保
や処遇の問題等の課題も多く
時間を要している。一方で、
消防団員定数の見直しについ
ても近隣市町村の状況を参考
にしながら具体的な定数案に
ついて検討しているところで
ある。
・本案件については検討に時
間がかかり過ぎているので、
できるだけ早い時期に方針を
出せるようにしていきたい。

総務課

元 9

・新生児聴覚検査は、先
天性難聴の早期発見に有
効として国が推奨してい
るが、検査を受けるかど
うかは任意となってい
る。平均５，０００円ほ
どの検査費負担もあり、
新生児の２割が検査を受
けていない状況である。
国は全ての新生児の難聴
検査の実施に向けて、全
国の自治体に積極的な公
費助成を求めているが、
本町にはこの助成制度が
ない。早期に発見して適
切な療育を受ければ、言
葉の発達への影響を最小
限に抑えることができ
る。新生児の先天性聴覚
障がいを早期に発見し、
療育を推進するため、新
生児聴覚検査の重要性を
周知するとともに、検査
に対する費用の助成を行
うべきではないか。行政
として支援できる方策を
積み重ねていくべきであ
る。

・（難聴児の早期発見・早
期治療について）大津町独
自で実施できるようにやっ
ていきたいと考えている。

検
討
中

・大津町の実情（受診率が高
い）を踏まえ、所得状況に応
じた助成制度の実施について
検討中であり、県内外の取組
事例の情報収集を行ったとこ
ろ、所得要件を設定した事例
は確認できなかった。また、
県内の受託医療機関から委託
料統一の要望があっているた
め、本年度開催予定の県の
「新生児聴覚検査に係る推進
協議会」において、県内の委
託料統一について要望する予
定。当協議会の協議結果を踏
まえ、具体的な助成内容の決
定等、実施に向けた準備を進
めていく。
【参考】令和元年度の未受診
者１名

健康保険課

④検討の結果、対応しないこととした案件

該当なし

対応方針・進捗状況


